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改訂 平成 25 年 3 月 27 日 原規広発第 130214001 号 原子力規制委員会決定 

 

原子力施設安全情報申告制度運用要領（原規広発第 120919003 号）の一部を以下の新旧対

照表のとおり改正する。 
 
附 則 
この規程は平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
 

旧 新 
原子力施設安全情報申告制度運用要領 

 
平成２４年９月１９日制定 
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① 申出の受付要件・・１８ 
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ート・・２４ 
 
参考１ 原子炉等規制法及び公益通報者保

護法の申告者保護に関する規定の概要 
・２６ 
参考２ 不利益取扱いの是正に資する手続

の概要及び受付先・・２７ 
 
別添 様式－１ 申告内容整理票・・２９ 

様式－２ 申出内容整理票・・３０ 
 
 
 
 
Ⅰ．申告の処理手続 
 
１．（略） 
 
２．実施体制 
申告調査委員会及び原子力規制庁は、以下

の体制及び役割分担の下で申告案件の処理

を行うこととする。 
 
（１）申告調査委員会 
外部有識者からなる申告調査委員会は、申

告者から聴取した内容等を基に、安全上の影

響の度合いを評価し、申告の理由・動機や申

告内容の信ぴょう性などを踏まえつつ、調査

の手順や調査事項などを決定するほか、原子

力規制庁による調査の進捗状況を詳細に把

握した上で、報告徴収等の行政行為の実施や

調査の終了などの重要事項を審議・決定する

こととする。 
また、できる限り早期に公表するという基

本姿勢に立ち、申告者の個人情報保護、証拠

隠滅の可能性等を考慮しつつ、公表のための

条件や時期についても審議・決定することと

する。 

ート・・２３ 
 
参考１ 原子炉等規制法及び公益通報者保

護法の申告者保護に関する規定の概要 
・・２５ 
参考２ 不利益取扱いの是正に資する手続

の概要及び受付先・・２６ 
 
別添 様式－１ 申告内容整理票・・２８ 

様式－２ 申出内容整理票・・２９ 
 
 
 
 
Ⅰ．申告の処理手続 
 
１．（略） 
 
２．実施体制 
申告調査委員会及び原子力規制庁は、以下

の体制及び役割分担の下で申告案件の処理

を行うこととする。 
 
（１）原子力施設安全情報申告調査委員会 
外部有識者からなる申告調査委員会は、申

告者から聴取した内容等を基に、安全上の影

響の度合いを評価し、申告の理由・動機や申

告内容の信ぴょう性などを踏まえつつ、調査

の手順や調査事項などを決定するほか、原子

力規制庁による調査の進捗状況を詳細に把

握した上で、報告徴収等の行政行為の実施や

調査の終了などの重要事項を審議・決定する

こととする。 
また、できる限り早期に公表するという基

本姿勢に立ち、申告者の個人情報保護、証拠

隠滅の可能性等を考慮しつつ、公表のための

条件や時期についても審議・決定することと

する。 



5 
 

 
（２）原子力施設安全情報申告調査委員会事 

務局 
 
 
申告調査委員会の事務は、原子力規制庁に

置かれた原子力施設安全情報申告調査委員

会事務局（以下「事務局」という。）が行う

こととする。 
 
 
事務局は、申告調査委員会の運営に必要な

事務を行うほか、申告の処理手続の運用に関

する事務の総括を行うこととする。具体的に

は以下のとおり。 
① 申告の受付・記録（本要領Ⅰ．３．(1)） 
② 受け付けた申告の申告調査委員会委員 
への通知（同３．(2)） 

③ 申告内容に係る原子力施設の安全規制 
に係る事務を所管する担当課、安全規制管 
理官及び安全規制管理官付（以下「規制担 
当課等」という。）の確定（同３．(3)） 

④ 申告案件のフォローアップ（同３．(4)） 
⑤ 申告者等からの情報収集（同３．(5)） 
⑥ 申告調査委員会への対応方針等の説明 
（同３．(6)） 

⑦ 申告案件の受理の通知等（同３．(7)） 
⑧ 申告案件に係る調査の指示（同３．(8)） 
⑨ 申告調査委員会への調査結果等の説明 
（同３．(9)） 

⑩ 申告者への調査結果等の通知（同３． 
(12)） 

⑪ 申告調査委員会への措置の実施結果の 
報告（同３．(13)） 

⑫ 申告の処理手続の運用状況の公表に関 
する事務（同４．） 

⑬ 文書管理等（Ⅲ．２．） 
⑭ その他申告の処理手続の運用上必要と 

 
（２）原子力施設安全情報申告調査委員会事 

務局 
① 原子力施設安全情報申告調査委員会事 
務局の事務 
申告調査委員会の事務は、原子力規制庁次

長、政策評価・広聴広報課長、申告調査官の

メンバーで構成される原子力施設安全情報

申告調査委員会事務局（以下「事務局」とい

う。）が行うこととし、事務局の長は、原子

力規制庁次長とする。 
事務局は、申告調査委員会の運営に必要な

事務を行うほか、申告の処理手続の運用に関

する事務の総括を行うこととする。具体的に

は以下のとおり。 
イ）申告の受付・記録（本要領Ⅰ．３．(1)） 
ロ）受け付けた申告の申告調査委員会委員へ 
の通知（同３．(2)） 

ハ）申告内容に係る原子力施設の安全規制に 
係る事務を所管する担当課、安全規制管理 
官及び安全規制管理官付（以下「規制担当 
課等」という。）の確定（同３．(3)） 

ニ）申告案件のフォローアップ（同３．(4)） 
ホ）申告者等からの情報収集（同３．(5)） 
ヘ）申告調査委員会への対応方針等の説明 
（同３．(6)） 

ト）申告案件の受理の通知等（同３．(7)） 
チ）申告案件に係る調査の指示（同３．(8)） 
リ）申告調査委員会への調査結果等の説明 
（同３．(9)） 

ヌ）申告者への調査結果等の通知（同３．(12)） 
 
ル）申告調査委員会への措置の実施結果の報 
告（同３．(13)） 

ヲ）申告の処理手続の運用状況の公表に関す 
る事務（同４．） 

ワ）文書管理等（Ⅲ．２．） 
カ）その他申告の処理手続の運用上必要と考 
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考えられる事務 
 
（３）政策評価・広聴広報課 
 
 
政策評価・広聴広報課は、事務局の庶務を

処理するほか、事務局からの指示を受けて、

規制担当課等とともに、申告の処理手続に関

する以下の事務を行うこととする。 
① 申告案件に関する問題点の整理 
② 申告案件に係る調査の実施 
③ 申告案件に係る調査の進捗状況に関す 
る資料作成等 

④ 申告案件に係る調査結果に関する資料 
作成等 

 
（４）申告内容に係る規制担当課 
規制担当課等は、申告調査委員会で審議さ

れた対応方針に基づき、事務局からの指示を

受けて、政策評価・広聴広報課とともに、申

告の処理手続に関する事務を行うこととす

る。 
 
（５）申告内容に係る施設担当原子力保安検 

査官 
申告内容に係る原子力施設を担当する原

子力保安検査官であって規制担当課等から

指名された者（以下「検査官」という。）は、

規制担当課等の指示を受けて、申告内容に係

る調査等を行うこととする。 
 
３．申告案件の処理手順 
 申告案件の処理は、原則として、以下の手

順（「別紙１（申告案件の処理に係るフロー

チャート）を参照。）に従って行うこととす

る。なお、至急対応が必要な安全上の問題が

ある等緊急性を要する場合その他当該手順

による処理が困難な場合は、この限りでな

えられる事務 
 
② 原子力施設安全情報申告調査委員会事 
務局と申告内容に係る規制担当課ととも 
に行う事務 
事務局は、規制担当課等とともに、申告の

処理手続に関する以下の事務を行うことと

する。 
 
イ）申告案件に関する問題点の整理 
ロ）申告案件に係る調査の実施 
ハ）申告案件に係る調査の進捗状況に関する 
資料作成等 

ニ）申告案件に係る調査結果に関する資料作 
成等 

 
（３）申告内容に係る規制担当課 
規制担当課等は、申告調査委員会で審議さ

れた対応方針に基づき、事務局からの指示を

受けて、事務局とともに、申告の処理手続に

関する事務を行うこととする。 
 
 
（４）申告内容に係る施設担当原子力保安検 

査官 
申告内容に係る原子力施設を担当する原

子力保安検査官であって規制担当課等から

指名された者（以下「検査官」という。）は、

規制担当課等の指示を受けて、申告内容に係

る調査等を行うこととする。 
 
３．申告案件の処理手順 
 申告案件の処理は、原則として、以下の手

順（「別紙１（申告案件の処理に係るフロー

チャート）を参照。）に従って行うこととす

る。なお、至急対応が必要な安全上の問題が

ある等緊急性を要する場合その他当該手順

による処理が困難な場合は、この限りでな
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く、その都度、申告調査委員会又は申告調査

委員会委員長による承認を受けて、同手順と

は異なる手順に従って処理することができ

るものとする。 
 
（１）申告の受付 
① 申告の受付及び伝達 
事務局は、原子力規制委員会のホームペー

ジ等において、申告の受付は事務局が行う

旨、及び、申告の受付を行うための専用のメ

ールアドレス及び電話番号（留守番電話用）

等につき、一般に周知することとする。ただ

し、事務局以外の原子力規制庁職員も申告の

受付を行うことができるものとする。 
 
 
事務局以外の者が申告を受け付けた場合、

当該者（以下「受付者」という。）は、当該

申告の内容を速やかに事務局に伝達するこ

ととし、当該申告案件の事務局への伝達が終

了した時点で、受付者の任務は終了するもの

とする。          
その際、受付者は、所属する課の課長、安

全規制管理官又は原子力規制事務所の所長

の指示を受けるために報告する場合を除き、

事務局以外の者に申告内容を明らかにして

はならないこととする。また、受付者は、受

け付けた申告の内容を事務局に伝達した後

において、申告者の個人情報を含め当該申告

者から寄せられた全ての情報、文書を手許に

残さないものとすることとする。 
なお、申告の受付の方法としては、以下に

示す方法の何れによることもできることと

する。申告の受付の日については、事務局又

は受付者が申告の内容を把握した時点とし、

申告の受付の方法により、以下に示すとおり

とする。 
 

く、その都度、申告調査委員会又は申告調査

委員会の委員長による承認を受けて、同手順

とは異なる手順に従って処理することがで

きるものとする。 
 
（１）申告の受付 
① 申告の受付及び伝達 
事務局は、原子力規制委員会のホームペー

ジ等において、申告の受付は事務局が行う旨

並びに申告の受付を行うための専用のメー

ルアドレス及び電話番号（留守番電話用）等

につき、一般に周知する（ホームページ等の

宛て先名は、「政策評価・広聴広報課」とす

る。）こととする。ただし、事務局以外の原

子力規制庁職員も申告の受付を行うことが

できるものとする。 
事務局以外の者が申告を受け付けた場合、

申告を受け付けた者（以下「受付者」という。）

は、当該申告の内容を速やかに事務局に伝達

することとし、当該申告案件の事務局への伝

達が終了した時点で、受付者の任務は終了す

るものとする。          
その際、受付者は、所属する課の課長、安

全規制管理官又は原子力規制事務所の所長

の指示を受けるために報告する場合を除き、

事務局以外の者に申告内容を明らかにして

はならないこととする。また、受付者は、受

け付けた申告の内容を事務局に伝達した後

において、申告者の個人情報を含め当該申告

者から寄せられた全ての情報、文書を手許に

残さないものとすることとする。 
なお、申告の受付の方法としては、以下に

示す方法のいずれによることもできること

とする。申告の受付の日については、事務局

又は受付者が申告の内容を把握した時点と

し、申告の受付の方法により、以下に示すと

おりとする。 
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イ）申告の受付の方法 
○ 電話又はＦＡＸによる受付 
電話又はＦＡＸによる申告の受付は、事務

局又は受付者における直接の受信、又は、専

用の留守番電話への録音の何れの方法にて

も行うこととする。電話又はＦＡＸによる申

告の受付の日については、申告者が電話にて

受付者に直接申告内容を伝えた場合は、当該

連絡のあった日とする。また、平日の勤務時

間終了時までにＦＡＸの受信又は留守番電

話への録音が行われた場合についても同様

とする。一方、ＦＡＸの受信又は留守番電話

への録音が、平日の勤務時間終了後（平日１

８：１５）又は土・日・祝日・年末年始の何

れかに行われた場合は、翌勤務日とする。 
 
○ 郵便による受付 
事務局に申告を内容とする郵送物が届い

た場合は、申告として受け付けることとす

る。郵便による申告の受付の日については、

事務局が当該郵送物を受け取った日とする。 
 
 
○ 電子メールによる受付 （略） 
 
○ 面会による受付 （略） 
 
ロ）受付を行う申告の範囲 
事務局又は受付者は、申告を行う者の如

何、及び、申告の理由・動機の如何によらず、

また、原子力規制委員会の所管に属する内容

でない申告を除き、申告として寄せられた情

報については、情報提供者が原子力施設安全

情報申告制度（以下「申告制度」という。）

を利用する意思を有しない場合を除き、申告

として受け付けることとする。 
 
ａ）申告を行う者 

イ）申告の受付の方法 
○ 電話又はＦＡＸによる受付 
電話又はＦＡＸによる申告の受付は、事務

局又は受付者における直接の受信又は専用

の留守番電話への録音のいずれの方法にて

も行うこととする。電話又はＦＡＸによる申

告の受付の日については、申告者が電話にて

受付者に直接申告内容を伝えた場合は、当該

連絡のあった日とする。また、平日の勤務時

間終了時までにＦＡＸの受信又は留守番電

話への録音が行われた場合についても同様

とする。一方、ＦＡＸの受信又は留守番電話

への録音が、平日の勤務時間終了後（平日１

８：１５）又は土・日・祝日・年末年始のい

ずれかに行われた場合は、翌勤務日とする。 
 
○ 郵便による受付 
政策評価・公聴広報課に申告を内容とする

郵送物が届いた場合、事務局は、申告として

受け付けることとする。郵便による申告の受

付の日については、事務局が当該郵送物を受

け取った日とする。 
 
○ 電子メールによる受付 （略） 
 
○ 面会による受付 （略） 
 
ロ）受付を行う申告の範囲 
事務局又は受付者は、申告を行う者の如何

及び申告の理由・動機の如何によらず、また、

原子力規制委員会の所管に属する内容でな

い申告を除き、申告として寄せられた情報に

ついては、情報提供者が原子力施設安全情報

申告制度（以下「申告制度」という。）を利

用する意思を有しない場合を除き、申告とし

て受け付けることとする。 
 
ａ）申告を行う者 
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原子力事業者等従業者（退職者を含む）で

あって、情報提供者本人による申告を原則と

する。ただし、特段の事情がある場合には、

弁護士、行政書士、地方公共団体など第三者

が仲介する申告も受け付けることとする。申

告調査委員会が第三者が仲介する申告の受

理を決定する場合には、必要に応じ、受理に

当たって条件（注を参照。）を付すこととす

る。 
 
（注）第三者が仲介する申告を受理するに当 

たって付される条件の例としては以下 
のとおり。 

・ 原子力規制委員会の申告制度の下での処 
理を希望する情報提供者の意思が明らか 
であること。 

・ 当該申告案件の処理については、原子力 
規制委員会の申告制度の運用に従い、仲介 
者から、調査の進捗状況の報告を求めた 
り、公表したりしないこと。 

 
事務局又は受付者は、申告者が匿名を希望

する場合、又は、連絡先を明らかにしないこ

とを表明する場合は、申告の受付を行った上

で、申告者に対し、例えば１週間後を目途に

事務局に再度連絡してもらうよう要請し、そ

の意思の有無を明確に把握することとする。 
 
ｂ）申告の内容 
原子力規制委員会の所管に属する内容で

ない申告を除き、申告として寄せられた情報

については、情報提供者が申告制度を利用す

る意思を有しない場合を除き、原則として広

く受け付けねばならない。受け付けた申告の

内容については、事務局が当該申告を受け付

け、又は、受付者から申告内容の伝達がなさ

れた後で、事務局において、原子力規制委員

会の所管に属する内容であるか（注１、２を

情報提供者本人による申告を原則とする。

ただし、特段の事情がある場合には、弁護士、

行政書士、地方公共団体など第三者が仲介す

る申告も受け付けることとする。申告調査委

員会が、第三者が仲介する申告の受理を決定

する場合には、必要に応じ、受理に当たって

条件（注を参照。）を付すこととする。 
 
 
 
（注）第三者が仲介する申告を受理するに当 

たって付される条件の例としては以下 
のとおり。 

・ 原子力規制委員会の申告制度の下での処 
理を希望する情報提供者の意思が明らか 
であること。 

・ 当該申告案件の処理については、原子力 
規制委員会の申告制度の運用に従い、仲介 
者から、調査の進捗状況の報告を求めた 
り、公表したりしないこと。 

 
事務局又は受付者は、申告者が匿名を希望

する場合又は連絡先を明らかにしないこと

を表明する場合は、申告の受付を行った上

で、申告者に対し、例えば１週間後を目途に

事務局に再度連絡してもらうよう要請し、そ

の意思の有無を明確に把握することとする。 
 
ｂ）申告の内容 
原子力規制委員会の所管に属する内容で

ない申告を除き、申告として寄せられた情報

については、情報提供者が申告制度を利用す

る意思を有しない場合を除き、原則として広

く受け付けねばならない。受け付けた申告の

内容については、事務局が当該申告を受け付

け又は受付者から事務局に申告内容の伝達

がなされた後で、事務局において、原子力規

制委員会の所管に属する内容であるか（注
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参照。）を見極めることとする。 
 
（注１）原子力規制委員会の所管に属する内 

容の申告の例としては以下のとお 
り。 
・ 実用発電用原子炉に係る原子 
炉施設の安全上の問題（原子炉等 
規制法及び電気事業法の違反）に 
関する申告 

 
 
 
 
・ 発電の用に供する原子炉であっ 

て研究開発段階にあるものに係 
る原子炉施設の安全上の問題（原 
子炉等規制法及び電気事業法の 
違反）に関する申告 

・ 試験研究の用に供する原子炉に 
係る施設の安全上の問題（原子炉 
等規制法の違反）に関する申告 

・ 製錬、加工、貯蔵、再処理及び 
廃棄の事業並びに核燃料物質の 
使用施設等に係る安全上の問題 
（原子炉等規制法の違反）に関す 
る申告 

 
 
 
・ 原子力災害対策特別措置法によ 

って課される防災対策上の問題 
に関する申告 

 
 
 
 
 
 

１、２を参照。）を見極めることとする。 
 
（注１）原子力規制委員会の所管に属する内 

容の申告の例としては以下のとお 
り。 
・ 実用発電用原子炉に係る原子炉 

施設の安全上の問題（核原料物 
質、核燃料物質及び原子炉の規制 
に関する法律（昭和３２年法律第 
１６６号。以下「原子炉等規制法」 
という。）及び電気事業法（昭和 
３９年法律第１７０号）の違反） 
に関する申告 

・ 発電の用に供する原子炉であっ 
て研究開発段階にあるものに係 
る原子炉施設の安全上の問題（原 
子炉等規制法及び電気事業法の 
違反）に関する申告 

・ 試験研究の用に供する原子炉に 
係る施設の安全上の問題（原子炉 
等規制法の違反）に関する申告 

・ 製錬、加工、貯蔵、再処理及び 
廃棄の事業並びに核燃料物質の 
使用施設等に係る安全上の問題 
（原子炉等規制法の違反）に関す 
る申告 

・ 原子炉等規制法によって課され 
る核燃料物質等の計量管理上の 
問題に関する申告 

・ 原子力災害対策特別措置法（平 
成１１年法律第１５６号）によっ 
て課される防災対策上の問題に 
関する申告 

・ 放射性同位元素等による放射線 
障害の防止に関する法律（昭和３ 
２年法律第１６７号）の問題に関 
する申告 
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（注２）原子力規制委員会の所管に属する内 
容でない申告の例としては以下の 
とおり。 
・ 電気事業の運営上の問題に関す 

る申告（資源エネルギー庁所管） 
・ 過重労働の強要等労働安全上の 

問題に関する申告（厚生労働省所 
管） 

・ 原子炉等規制法によって課され 
る核燃料物質等の計量管理上の 
問題に関する申告（文部科学省所 
管） 

 
ハ）（略） 
 
ａ）事務局が対応する場合 
・ まず、申告者に対し申告を行う意思の有 

無を確認し、申告者が申告を行う意思を有 
する場合は、申告として受付を行い、以降 
の処理はこの運用要領に従って行われる 
旨伝えることとする。申告者が申告を行う 
意思を有しない場合は、申告案件として取 
り扱わない旨伝えることとする。 

・ その上で、事務局は、申告の受付を行う 
際に、以下（注１）の申告制度の概要等に 
ついて説明するとともに、申告内容に関 
し、以下（注２）の事項のうち可能な限り 
多くの事項につき、申告者から聴取するよ 
うに努めることとする。また、申告者から 
継続的に情報収集を行うため、事務局の氏 
名及び連絡先を申告者に告げるとともに、 
申告者が応諾する場合は、申告者自身の連 
絡先を聴取することとする。申告者が、再 
度原子力規制庁に連絡する意思を明確に 
する場合は、具体的な連絡の手段と時期を 
確認することとする。申告者が、かかる意 
思を明確にしない場合は、当方から重ねて 
要請を行った上で、申告内容整理票＜様式 

（注２）原子力規制委員会の所管に属する内 
容でない申告の例としては以下の 
とおり。 
・ 電気事業の運営上の問題に関す 

る申告（資源エネルギー庁所管） 
・ 過重労働の強要等労働安全上の 

問題に関する申告（厚生労働省所 
管） 

 
 
 
 
 
ハ）（略） 
 
ａ）事務局が対応する場合 
・ 申告者に対し申告を行う意思の有無を確 

認し、申告者が申告を行う意思を有する場 
合は、申告として受付を行い、以降の処理 
はこの運用要領に従って行われる旨伝え 
ることとする。申告者が申告を行う意思を 
有しない場合は、申告案件として取り扱わ 
ない旨伝えることとする。 

・ その上で、事務局は、申告の受付を行う 
際に、以下（注１）の申告制度の概要等に 
ついて説明するとともに、申告内容に関 
し、以下（注２）の事項のうち可能な限り 
多くの事項につき、申告者から聴取するよ 
うに努めることとする。また、申告者から 
継続的に情報収集を行うため、事務局の氏 
名及び連絡先を申告者に告げるとともに、 
申告者が応諾する場合は、申告者自身の連 
絡先を聴取することとする。申告者が、再 
度原子力規制庁に連絡する意思を明確に 
する場合は、具体的な連絡の手段と時期を 
確認することとする。申告者が、かかる意 
思を明確にしない場合は、当方から重ねて 
要請を行った上で、申告内容整理票＜様式 
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－１＞にその旨を併せて記載することと 
する。 

 
（注１）申告者に説明する事項は以下のとお 

り。 
１．事務局の担当者の氏名及び連絡先 
２．申告制度の概要 
３．申告の処理手続の対象となる情報の範囲 
（ロ）を参照。） 

４．申告者の個人情報保護に関する事項（本 
要領Ⅰ．５．申告者の個人情報保護に関す 
る留意事項を参照。） 

 
（注２）申告者から聴取する事項は以下のと 

おり。 
１．氏名 
２．連絡先 
３．発生又は発見年月日 
４．該当施設・場所 
５．法律違反又は安全問題の内容 
６．どのように知ったのか 
７．内容を裏付ける資料があるのか 
８．内容を知っている人間が他にいるのか 
９．申告の理由・動機は何か 
１０．内容に関して勤務先の上司等と話し合 

ったのか 
１１．原子力規制委員会以外に対し申告の内 

容を明らかにしたのか（あるいは、明ら 
かにする意思があるのか） 

１２．氏名・連絡先以外で、申告の内容のう 
ち申告者の特定に結びつきうる情報は 
何か 

 
・ また、事務局は、申告者に対し、申告の 

処理の過程で確保される申告者の個人情 
報保護の具体的内容、及び、当該保護が制 
限される例外的ケースにつき、可能な限り 
説明することとする（本要領Ⅰ．５．申告 

－１＞にその旨を併せて記載することと 
する。 

 
（注１）申告者に説明する事項は以下のとお 

り。 
１．事務局の担当者の氏名及び連絡先 
２．申告制度の概要 
３．申告の処理手続の対象となる情報の範囲 
（ロ）を参照。） 

４．申告者の個人情報保護に関する事項（本 
要領Ⅰ．５．申告者の個人情報保護に関す 
る留意事項を参照。） 

 
（注２）申告者から聴取する事項は以下のと 

おり。 
１．氏名 
２．連絡先 
３．発生又は発見年月日 
４．該当施設・場所 
５．法律違反又は安全問題の内容 
６．どのように知ったのか。 
７．内容を裏付ける資料があるのか。 
８．内容を知っている人間が他にいるのか。 
９．申告の理由・動機は何か。 
１０．内容に関して勤務先の上司等と話し合 

ったのか。 
１１．原子力規制委員会以外に対し申告の内 

容を明らかにしたのか（あるいは、明ら 
かにする意思があるのか）。 

１２．氏名・連絡先以外で、申告の内容のう 
ち申告者の特定に結びつきうる情報は 
何か。 

 
・ また、事務局は、申告者に対し、申告の 

処理の過程で確保される申告者の個人情 
報保護の具体的内容及び当該保護が制限 
される例外的ケースにつき、可能な限り説 
明することとする（本要領Ⅰ．５．申告者 
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者の個人情報保護に関する留意事項を参 
照。）。 

・ 事務局は、受付者から申告者の連絡先の 
連絡を受けた場合は、同申告者に連絡し、 
申告案件の内容を聴取することとする。 

 
b ）受付者が対応する場合 
・ まず、申告者に対し申告を行う意思の有 

無を確認し、申告者が申告制度を利用する 
意思を有する場合は、申告として受付を行 
い、以降の処理はこの運用要領に従って行 
われる旨伝えることとする。申告者が申告 
を行う意思を有しない場合は、申告案件と 
して取り扱わない旨伝えることとする。 

・ その上で、申告案件の内容については事 
務局が聴取したい旨伝え、可能であれば申 
告者の連絡先を聴取した上で、事務局に伝 
達することとする。申告者の連絡先を聴取 
できない場合は、事務局の氏名及び連絡先 
を伝え、同職員宛てに連絡をしてもらうよ 
う依頼することとする。なお、申告者から 
再度連絡をもらうことが困難な場合は、受 
付者が申告制度の概要等を説明するとと 
もに、申告内容の概要を聴取した上で（説 
明・聴取する内容については、ａ）に準ず 
る。）、事務局に伝達することとする。 

 
② 申告案件の記録 
事務局は、申告の受付を行い、又は、受付

者から申告の内容の伝達を受けた場合には、

申告内容整理票＜様式－１＞を作成し、申告

の聴取内容に基づき、以下の項目のうち記入

可能なもの全てにつき記入を行うこととす

る。 
○ 整理番号 
○ 受付日等 
・ 受付先 
・ 申告者（記名・匿名・仮名の別） 

の個人情報保護に関する留意事項を参 
照。）。 

・ 事務局は、受付者から申告者の連絡先の 
連絡を受けた場合は、同申告者に連絡し、 
申告案件の内容を聴取することとする。 

 
b ）受付者が対応する場合 
・ 申告者に対し申告を行う意思の有無を確 

認し、申告者が申告制度を利用する意思を 
有する場合は、申告として受付を行い、以 
降の処理はこの運用要領に従って行われ 
る旨伝えることとする。申告者が申告を行 
う意思を有しない場合は、申告案件として 
取り扱わない旨伝えることとする。 

・ その上で、申告案件の内容については事 
務局が聴取したい旨伝え、可能であれば申 
告者の連絡先を聴取した上で、事務局に伝 
達することとする。申告者の連絡先を聴取 
できない場合は、事務局の氏名及び連絡先 
を伝え、同職員宛てに連絡をしてもらうよ 
う依頼することとする。なお、申告者から 
再度連絡をもらうことが困難な場合は、受 
付者が申告制度の概要等を説明するとと 
もに、申告内容の概要を聴取した上で（説 
明・聴取する内容については、ａ）に準ず 
る。）、事務局に伝達することとする。 

 
② 申告案件の記録 
事務局は、申告の受付を行い又は受付者か

ら申告の内容の伝達を受けた場合には、申告

内容整理票＜様式－１＞を作成し、申告の聴

取内容に基づき、以下の項目のうち記入可能

なもの全てにつき記入を行うこととする。 
 
○ 整理番号 
○ 受付日等 
・ 受付先 
・ 申告者（記名・匿名・仮名の別） 
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・ 情報提供手段 
・ 連絡先の有・無 

○ 件名 
○ 申告内容 
・ 発生又は発見年月日 

 ・ 該当施設・場所 
・ 法律違反又は安全問題の内容 
・ どのように知ったか。 

 ・ 内容を裏付ける資料があるか。 
 ・ 申告の内容を知っている人が他にいる 

か。 
 ・ 申告の理由・動機は何か。 
 ・ 内容に関して勤務先の上司等と話し合 

ったか。 
・ 原子力規制委員会以外に対し申告の内 

容を明らかにした（あるいは、する意思 
がある）か。 

 ・ その他 
 
③～（２）（略） 
 
（３）規制担当課等の確定 
事務局は、申告案件の受付を行い、又は、

受付者から申告案件の伝達を受けた後、申告

の内容を検討した上で、できるだけ速やかに

規制担当課等の確定を行うとともに、政策評

価・広聴広報課及び規制担当課等に対し申告

内容を伝達することとする。伝達される文書

については、事務局が予め申告者の個人情報

等へのマスキングを行うこととする。 
規制担当課等の確定を行う際には、事務局

の長は、申告の内容を踏まえつつ、当該申告

に係る調査を担当するのに適当と考えられ

る課長又は安全規制管理官と協議の上、規制

担当課等を確定し、当該課長又は安全規制管

理官に対し申告内容を伝達することとする。 
政策評価・広聴広報課及び規制担当課等の

課長又は安全規制管理官は、当該申告案件の

・ 情報提供手段 
・ 連絡先の有・無 

○ 件名 
○ 申告内容 
・ 発生又は発見年月日 

 ・ 該当施設・場所 
・ 法律違反又は安全問題の内容 
・ どのように知ったか。 

 ・ 内容を裏付ける資料があるか。 
 ・ 申告の内容を知っている人が他にいる 

か。 
 ・ 申告の理由・動機は何か。 
 ・ 内容に関して勤務先の上司等と話し合 

ったか。 
・ 原子力規制委員会以外に対し申告の内 

容を明らかにした（あるいは、する意思 
がある）か。 

 ・ その他 
 
③～（２）（略） 
 
（３）規制担当課等の確定 
事務局は、申告案件の受付を行い又は受付

者から申告案件の伝達を受けた後、申告の内

容を検討した上で、できるだけ速やかに規制

担当課等の確定を行うとともに、規制担当課

等に対し申告内容を伝達することとする。伝

達される文書については、事務局が予め申告

者の個人情報等へのマスキングを行うこと

とする。 
規制担当課等の確定を行う際には、事務局

の長は、申告の内容を踏まえつつ、当該申告

に係る調査を担当するのに適当と考えられ

る課長又は安全規制管理官と協議の上、規制

担当課等を確定し、当該課長又は安全規制管

理官に対し申告内容を伝達することとする。 
規制担当課等の課長又は安全規制管理官

は、当該申告案件の調査を担当する者（以下
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調査を担当する者（以下「担当者」という。）

を指名し、担当者とともに申告案件の処理に

当たる。当該申告案件に関する情報について

は、当該課長又は安全規制管理官と担当者と

の間でのみ共有することにより、不必要に情

報が漏れることのないよう、最大限の注意を

払うこととする。（以下において、「政策評

価・広聴広報課」及び「規制担当課等」は、

当該課の課長又は安全規制管理官並びに担

当者を指すものとする。） 
 
（４）申告案件のフォローアップ 
事務局は、政策評価・広聴広報課及び規制

担当課等に申告案件の処理に関して作成又

は入手した文書及び資料等（以下「申告関連

資料」という。）を伝達した時点から当該申

告案件の処理が終了する時点までの間、主と

して以下を内容とする当該申告案件のフォ

ローアップを行うこととする。 
イ）申告案件に係る問題点の整理に関する政 
策評価・広聴広報課との協議 

ロ）調査方針に係る政策評価・広聴広報課と 
の協議 

ハ）当該申告案件の処理状況（主として調査 
の進捗状況）の把握 

ニ）当該申告案件の調査状況・調査結果につ 
いての申告調査委員会説明のセッティン 
グ 

 
（５）申告案件に係る調査のための検討 
政策評価・広聴広報課は、規制担当課等の

協力を得て、事務局から伝達された申告関連

資料に基づき、事務局と協議しつつ、申告案

件に関する問題点の整理を行った上で、申告

内容を精査し、申告内容を更に明確化する必

要性の検討、及び、申告内容に係る調査方針

の検討を行うこととする（詳細については下

記参照。）。 

「担当者」という。）を指名し、担当者とと

もに申告案件の処理に当たる。当該申告案件

に関する情報については、当該課長又は安全

規制管理官と担当者との間でのみ共有する

ことにより、不必要に情報が漏れることのな

いよう、最大限の注意を払うこととする。（以

下において、「規制担当課等」は、当該課の

課長又は安全規制管理官並びに担当者を指

すものとする。） 
 
 
（４）申告案件のフォローアップ 
事務局は、規制担当課等に申告案件の処理

に関して作成又は入手した文書及び資料等

（以下「申告関連資料」という。）を伝達し

た時点から当該申告案件の処理が終了する

時点までの間、主として以下を内容とする当

該申告案件のフォローアップを行うことと

する。 
イ）（削る） 
 
ロ）（削る） 
 
イ）当該申告案件の処理状況（主として調査 
の進捗状況）の把握 

ロ）当該申告案件の調査状況・調査結果につ 
いての申告調査委員会説明のセッティン 
グ 

 
（５）申告案件に係る調査のための検討 
事務局は、規制担当課等の協力を得て、申

告案件に関する問題点の整理を行った上で、

申告内容を精査し、申告内容を更に明確化す

る必要性の検討及び申告内容に係る調査方

針の検討を行うこととする（詳細については

下記参照。）。 
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① 申告案件に関する問題点の整理 
政策評価・広聴広報課は、規制担当課等の

協力を得て、申告内容を検討し問題点の整理

を行うこととする。 
 
② 申告内容の更なる明確化 
政策評価・広聴広報課は、申告関連資料の

内容のみによっては申告案件に係る調査方

針を検討することが困難と判断する場合は、

事務局と協議し、必要に応じ、事務局を通じ

て申告者に対し、更に当該申告の内容につき

照会を行うこととする。 
 
③ 申告案件に係る調査方法の検討の開始 
政策評価・広聴広報課は、規制担当課等の

協力を得て、申告の内容及び性格を踏まえ、

当該申告案件に係る調査方針につき検討を

行うこととする（調査方法の例については下

記参照。）。その際、適切である場合には、

原子炉等規制法又は電気事業法に基づく報

告徴収及び立入検査を、当該調査の早い段階

から行うことを検討することとする。 
また、政策評価・広聴広報課は、規制担当

課等の協力を得て、調査の方法、内容、スケ

ジュールについても併せて検討し、申告調査

委員会での審議に必要な資料を作成するこ

ととする。 
 
＜調査方法の例＞ 
・ 申告者からの情報収集 
・ 原子力事業者から既に提出されている資 

料又は規制に基づき保存している文書の 
調査 

・ 通常の検査等の一環としての調査 
・ 原子力事業者、メーカー等に対する任意 

調査 
・ 報告徴収 

 
① 申告案件に関する問題点の整理 
事務局は、規制担当課等の協力を得て、申

告内容を検討し問題点の整理を行うことと

する。 
 
② 申告内容の更なる明確化 
事務局は、申告関連資料の内容のみによっ

ては申告案件に係る調査方針を検討するこ

とが困難と判断する場合は、必要に応じ、申

告者に対し、更に当該申告の内容につき照会

を行うこととする。 
 
 
③ 申告案件に係る調査方法の検討の開始 
事務局は、規制担当課等の協力を得て、申

告の内容及び性格を踏まえ、当該申告案件に

係る調査方針につき検討を行うこととする

（調査方法の例については下記参照。）。そ

の際、適切である場合には、原子炉等規制法

又は電気事業法に基づく報告徴収及び立入

検査を、当該調査の早い段階から行うことを

検討することとする。 
また、事務局は、規制担当課等の協力を得

て、調査の方法、内容、スケジュールについ

ても併せて検討し、申告調査委員会での審議

に必要な資料を作成することとする。 
 
 
＜調査方法の例＞ 
・ 申告者からの情報収集 
・ 原子力事業者から既に提出されている資 

料又は規制に基づき保存している文書の 
調査 

・ 通常の検査等の一環としての調査 
・ 原子力事業者、メーカー等に対する任意 

調査 
・ 報告徴収 
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・ 立入検査 
 
（６）申告調査委員会における対応方針等の 

審議 
申告調査委員会は、申告案件の通知を受け

た日以降に開催される最初の申告調査委員

会において、申告案件に係る対応方針・対外

公表方針を審議し、決定することとする。た

だし、これにより難い場合は、受付後３０日

以内に持ち回りで各委員の意見を求めるこ

ととする。（原子力施設安全情報申告調査委

員会運営要領（平成 24 年 9 月 19 日原子力規

制委員会決定）第２条第４項を参照。） 
会議の開催準備は、事務局が行うこととす

る。ただし、当該申告案件について申告調査

委員会での審議に必要な資料の作成につい

ては、事務局の依頼を受けて、政策評価・広

聴広報課が規制担当課等の協力を得て行う

こととする。申告調査委員会での説明につい

ては、原則として事務局が行うこととし、必

要に応じ、政策評価・広聴広報課及び規制担

当課等の協力を得ることとする。 
ただし、申告内容が不分明で、かつ、申告

者との連絡手段が確保されていない場合、申

告内容が原子力施設の安全に係るものでな

いことが判明した場合には、申告調査委員会

に諮って、案件の処理を終了することができ

るものとする。 
申告調査委員会は、当該申告案件について

の対応方針及び公表方針を審議し、決定する

こととする。 
 
（７）申告案件の受理の通知等 
事務局は、申告調査委員会において対応方

針等につき審議を行った後、必要に応じ、申

告調査委員会での決定に従い、申告者の連絡

先が判明している場合には、申告案件の受理

又は不受理の通知を作成し、当該申告者に対

・ 立入検査 
 
（６）申告調査委員会における対応方針等の 

審議 
申告調査委員会は、申告案件の通知を受け

た日以降に開催される最初の申告調査委員

会において、申告案件に係る対応方針・対外

公表方針を審議し、決定することとする。た

だし、これにより難い場合は、受付後３０日

以内に持ち回りで各委員の意見を求めるこ

ととする。（原子力施設安全情報申告調査委

員会運営要領（平成 24 年 9 月 19 日原子力規

制委員会決定）第２条第４項を参照。） 
会議の開催準備は、事務局が行うこととす

る。ただし、当該申告案件について申告調査

委員会での審議に必要な資料の作成につい

ては、事務局が規制担当課等の協力を得て行

うこととする。申告調査委員会での説明につ

いては、原則として事務局が行うこととし、

必要に応じ、規制担当課等の協力を得ること

とする。 
 
ただし、申告内容が不分明で、かつ、申告

者との連絡手段が確保されていない場合、申

告内容が原子力施設の安全に係るものでな

いことが判明した場合には、申告調査委員会

に諮って、案件の処理を終了することができ

るものとする。 
申告調査委員会は、当該申告案件について

の対応方針及び公表方針を審議し、決定する

こととする。 
 
（７）申告案件の受理の通知等 
事務局は、申告調査委員会において対応方

針等につき審議を行った後、必要に応じ、申

告調査委員会での決定に従い、申告者の連絡

先が判明している場合には、申告案件の受理

又は不受理の通知を作成し、当該申告者に対
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し、申告案件の受理又は不受理の通知を行う

こととする。郵便により通知する場合には、

基本的に、親展と明記した上で書留郵便によ

ることとする。受理又は不受理の通知の内容

には、以下の事項を含むこととする。 
a. 申告書を受理又は不受理としたこと 
b．不受理とした場合にはその理由 
c．申告内容の整理（原子力規制庁として理 
解している内容の確認） 

d．必要であれば申告者に対する質問事項 
e．申告受付担当の連絡先 
f．その他（申告調査委員会で申告者に通知 
することを決定した事項）   

 
事務局は、質問事項等について申告者より

回答があった場合、申告調査委員会に報告す

ることとする。 
 
（８）申告案件に関する調査 
申告調査委員会において、申告案件に係る

調査方法が決定された場合には、原子力規制

庁として当該申告案件の調査を開始するこ

ととする。その際、調査を行う者、調査の方

法及び内容については、以下のとおりとす

る。 
 
① 調査を行う者 
申告内容に関する調査は、調査の方法・内

容等に応じ、政策評価・広聴広報課、規制担

当課等及び検査官が行うこととする。ただ

し、調査の過程で、申告者から更に情報を得

ることが望ましいと考えられる場合は、政策

評価・広聴広報課及び規制担当課等から事務

局に対しその旨伝達し、事務局が必要に応じ

て申告者と接触することとする。 
 
② 調査の方法・内容等 
政策評価・広聴広報課、規制担当課等及び

し、申告案件の受理又は不受理の通知を行う

こととする。郵便により通知する場合には、

基本的に、親展と明記した上で書留郵便によ

ることとする。受理又は不受理の通知の内容

には、以下の事項を含むこととする。 
a. 申告書を受理又は不受理としたこと。 
b．不受理とした場合にはその理由 
c．申告内容の整理（原子力規制庁として理 
解している内容の確認） 

d．必要であれば申告者に対する質問事項 
e．申告受付担当の連絡先 
f．その他（申告調査委員会で申告者に通知 
することを決定した事項）   

 
事務局は、質問事項等について申告者より

回答があった場合、申告調査委員会に報告す

ることとする。 
 
（８）申告案件に関する調査 
申告調査委員会において、申告案件に係る

調査方法が決定された場合には、原子力規制

庁として当該申告案件の調査を開始するこ

ととする。その際、調査を行う者、調査の方

法及び内容については、以下のとおりとす

る。 
 
① 調査を行う者 
申告内容に関する調査は、調査の方法・内

容等に応じ、事務局、規制担当課等及び検査

官が行うこととする。ただし、調査の過程で、

申告者から更に情報を得ることが望ましい

と考えられる場合は、規制担当課等から事務

局に対しその旨伝達し、事務局が必要に応じ

て申告者と接触することとする。 
 
 
② 調査の方法・内容等 
事務局、規制担当課等及び検査官は、申告
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検査官は、申告調査委員会により審議・決定

された調査方法・内容に従い、当該申告案件

に関する調査を行うこととする。 
調査の方法としては、例えば以下のような

ものが考えられるが、申告案件の内容・性格

に応じ、適切な方法を申告調査委員会での審

議により決定することとする。 
イ）申告者からの情報収集 
ロ）原子力事業者から既に提出されている資 
料又は規制に基づき保存している文書の 
調査 

ハ）通常の検査等の一環としての調査 
ニ）原子力事業者、メーカー等に対する任意 
調査 

ホ）報告徴収 
ヘ）立入検査 
 なお、法令に基づく報告徴収等の実施を決

定した場合、原子力規制委員会は、これを尊

重する。 
 
調査方法の決定に際しては、以下の点を考

慮することとする。 
・ 至急対応が必要な安全上の問題点がある 

か。 
・ 申告の内容について、①運転中の原子力 

施設の安全上の問題がある可能性、②安全 
規制に係る法令への違反の可能性、又は、 
③安全確保に対する事業者の取組みに不 
適切な点がある可能性。 

・ 以前に類似の案件があったかどうか。 
・ 調査結果のとりまとめを急ぐ必要性の有 

無。 
・ 不正行為の可能性の有無。 
・ 申告内容が十分な情報を含んだものか。 
情報が不足する場合は、追加的に必要な情 
報は何か。 

・ 調査において申告者の個人情報が必要と 
なるか。 

調査委員会により審議・決定された調査方

法・内容に従い、当該申告案件に関する調査

を行うこととする。 
調査の方法としては、例えば以下のような

ものが考えられるが、申告案件の内容・性格

に応じ、適切な方法を申告調査委員会での審

議により決定することとする。 
イ）申告者からの情報収集 
ロ）原子力事業者から既に提出されている資 
料又は規制に基づき保存している文書の 
調査 

ハ）通常の検査等の一環としての調査 
ニ）原子力事業者、メーカー等に対する任意 
調査 

ホ）報告徴収 
ヘ）立入検査 
 なお、法令に基づく報告徴収等の実施を決

定した場合、原子力規制委員会は、これを尊

重する。 
 
調査方法の決定に際しては、以下の点を考

慮することとする。 
・ 至急対応が必要な安全上の問題点がある 

か。 
・ 申告の内容について、①運転中の原子力 

施設の安全上の問題がある可能性、②安全 
規制に係る法令への違反の可能性又は③ 
安全確保に対する事業者の取組みに不適 
切な点がある可能性 

・ 以前に類似の案件があったかどうか。 
・ 調査結果のとりまとめを急ぐ必要性の有 

無 
・ 不正行為の可能性の有無 
・ 申告内容が十分な情報を含んだものか。 
情報が不足する場合は、追加的に必要な情 
報は何か。 

・ 調査において申告者の個人情報が必要と 
なるか。 
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・ 技術的な検査のみで十分か。足りない場 
合は如何なる検査が必要か。 

・ 将来的に影響が及ぶであろう周辺事案は 
あるか。 

 
③ 調査の進捗状況の報告等 
事務局は、政策評価・広聴広報課及び規制

担当課等からの報告を受けて、申告調査委員

会に対して、調査の進捗状況の説明を行うこ

ととする。 
申告調査委員会は、調査方法・内容等につ

き、必要な指導・助言を行うとともに、必要

に応じ、対応方針の修正・変更について審

議・決定することとする。 
このため、申告調査委員会は、原則として

１ヶ月に１回開催することとする。 
 
④ 調査結果の報告 
政策評価・広聴広報課及び規制担当課等

は、調査結果を資料としてまとめ、事務局に

提出することとする。また、規制担当課等は、

必要な場合には、調査結果を受けて講ずべき

と考えられる措置の方針及び内容を資料と

してまとめ、事務局に提出することとする。 
 
（９）申告調査委員会における調査結果等の 

検討 
事務局は、政策評価・広聴広報課及び規制

担当課等から提出のあった調査結果等に関

する資料に基づき、調査終了後初めて開催さ

れる申告調査委員会において、当該申告案件

に係る調査結果等につき説明を行うことと

する。なお、調査結果の検討及び措置方針・

内容の説明に必要な資料は、以下のとおりと

する。  
ａ．申告内容整理票＜様式－１＞ 
ｂ．調査の進捗状況 
ｃ．調査結果の公表案 

・ 技術的な検査のみで十分か。足りない場 
合は如何なる検査が必要か。 

・ 将来的に影響が及ぶであろう周辺事案は 
あるか。 

 
③ 調査の進捗状況の報告等 
事務局は、規制担当課等からの報告を受け

て、申告調査委員会に対して、調査の進捗状

況の説明を行うこととする。 
申告調査委員会は、調査方法・内容等につ

き、必要な指導・助言を行うとともに、必要

に応じ、対応方針の修正・変更について審

議・決定することとする。 
このため、申告調査委員会は、原則として

１ヶ月に１回開催することとする。 
 
 
④ 調査結果の報告 
規制担当課等は、調査結果を資料としてま

とめ、事務局に提出することとする。また、

規制担当課等は、必要な場合には、調査結果

を受けて講ずべきと考えられる措置の方針

及び内容を資料としてまとめ、事務局に提出

することとする。 
 
（９）申告調査委員会における調査結果等の 

検討 
事務局は、規制担当課等から提出のあった

調査結果等に関する資料に基づき、調査終了

後初めて開催される申告調査委員会におい

て、当該申告案件に係る調査結果等につき説

明を行うこととする。なお、調査結果の検討

及び措置方針・内容の説明に必要な資料は、

以下のとおりとする。  
 
ａ．申告内容整理票＜様式－１＞ 
ｂ．調査の進捗状況 
ｃ．調査結果の公表案 
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ｄ．法令に基づく報告徴収の結果 
ｅ．法令に基づく立入検査の結果 
ｆ．補足説明資料 
 
申告調査委員会は、上記の資料に基づき、

法令違反等の有無及び更なる調査の必要性

の有無、さらに必要な場合には、措置の方針

を審議・決定することとする。 
 
（１０）～４．（略） 
 
５．申告者の個人情報保護に関する留意事項 
（１）申告案件の処理に際しての留意事項 
原子力規制委員会及び原子力規制庁は、申

告案件の処理に当たり、以下の点を徹底する

ことにより、申告者の意図に反する形で申告

者の個人情報が流出することのないよう、万

全の注意を払うこととする。 
① 原子力規制委員会及び原子力規制庁の 
作成文書の中に、申告者が特定されるよう 
な情報を含まないようにすること。 

② 申告調査委員会で審議を行う際に、原則 
として申告者の個人情報に言及しないこ 
と。 
ただし、申告調査委員会委員長が特に必

要があると認めた場合は、この限りでな

い。この場合、申告者の個人情報を記載し

た文書は会議終了後回収し、事務局が責任

をもって廃棄する。 
③ 申告文書の内容を開示する前に、必要に 
応じ、申告文書の語句を置き換えるなど個 
人情報を含まないようにタイプし直すこ 
と。 

④ 申告者の特定につながるような文書や 
文書ファイルについては、事務局の長の了 
解を得ずに複製を作成しないこと。また、 
申告案件に関して作成された全てのドラ 
フトは、文書の最終セット版が作成され次 

ｄ．法令に基づく報告徴収の結果 
ｅ．法令に基づく立入検査の結果 
ｆ．補足説明資料 
 
申告調査委員会は、上記の資料に基づき、

法令違反等の有無及び更なる調査の必要性

の有無、さらに必要な場合には、措置の方針

を審議・決定することとする。 
 
（１０）～４．（略） 
 
５．申告者の個人情報保護に関する留意事項 
（１）申告案件の処理に際しての留意事項 
原子力規制委員会及び原子力規制庁は、申

告案件の処理に当たり、以下の点を徹底する

ことにより、申告者の意図に反する形で申告

者の個人情報が流出することのないよう、万

全の注意を払うこととする。 
① 原子力規制委員会及び原子力規制庁の 
作成文書の中に、申告者が特定されるよう 
な情報を含まないようにすること。 

② 申告調査委員会で審議を行う際に、原則 
として申告者の個人情報に言及しないこ 
と。 
ただし、申告調査委員会委員長が特に必

要があると認めた場合は、この限りでな

い。この場合、申告者の個人情報を記載し

た文書は会議終了後回収し、事務局が責任

をもって廃棄する。 
③ 申告文書の内容を開示する前に、必要に 
応じ、申告文書の語句を置き換えるなど個 
人情報を含まないようにタイプし直すこ 
と。 

④ 申告者の特定につながるような文書や 
文書ファイルについては、事務局の長の了 
解を得ずに複製を作成しないこと。また、 
申告案件に関して作成された全てのドラ 
フトは、文書の最終セット版が作成され次 
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第、破棄すること。 
⑤ 申告者の特定に結びつく情報を含んだ 
内部文書は、事務局の長が必要と判断する 
場合を除き、外部に送付しないこと（Ⅲ． 
１．を参照。） 

⑥ 申告内容に関する調査のため、規制担当 
課等に申告の内容を伝える必要がある場 
合であっても、個人情報は伏せて伝えるこ 
と。ただし、規制担当課等が、事務局の職 
員とともに申告者本人と面会する場合は 
この限りではない。 

 
また、調査を行う際には、以下により、申

告者の意図に反する形で申告者の個人情報

が流出しないよう万全の注意を払うことと

する。 
① 可能な限り、原子力事業者、メーカー等 
に対し検査が申告に基づくものであるこ 
とを知らせないこと。 

② 申告者が自分の氏名を明かすことに異 
存がなく、そのことが文書の形で示される 
場合を除き、原子力規制委員会及び原子力 
規制庁が作成する文書の中で、申告者が特 
定されるような情報を含まないようにす 
ること。 

③ 申告文書からの資料や情報の内容を原 
子力事業者やメーカーに通知する場合に 
は、特に上記の点に留意することとし、当 
該資料等の語句を置き換える等申告者が 
特定されないような形とすること。 

 
そして、個別の申告案件については、案件

の内容、当該案件に係る調査の状況等に応じ

て、申告者の個人情報保護に配慮しつつ、申

告調査委員会が決定する対外公表方針にし

たがって公表することとする。特に、公表内

容によって申告者が特定されることのない

よう最大限の注意を払うこととする。 

第、破棄すること。 
⑤ 申告者の特定に結びつく情報を含んだ 
内部文書は、事務局の長が必要と判断する 
場合を除き、外部に送付しないこと（Ⅲ． 
１．を参照。）。 

⑥ 申告内容に関する調査のため、規制担当 
課等に申告の内容を伝える必要がある場 
合であっても、個人情報は伏せて伝えるこ 
と。ただし、規制担当課等が、事務局とと 
もに申告者本人と面会する場合はこの限 
りではない。 

 
また、調査を行う際には、以下により、申

告者の意図に反する形で申告者の個人情報

が流出しないよう万全の注意を払うことと

する。 
① 可能な限り、原子力事業者、メーカー等 
に対し検査が申告に基づくものであるこ 
とを知らせないこと。 

② 申告者が自分の氏名を明かすことに異 
存がなく、そのことが文書の形で示される 
場合を除き、原子力規制委員会及び原子力 
規制庁が作成する文書の中で、申告者が特 
定されるような情報を含まないようにす 
ること。 

③ 申告文書からの資料や情報の内容を原 
子力事業者やメーカーに通知する場合に 
は、特に上記の点に留意することとし、当 
該資料等の語句を置き換える等申告者が 
特定されないような形とすること。 

 
そして、個別の申告案件については、案件

の内容、当該案件に係る調査の状況等に応じ

て、申告者の個人情報保護に配慮しつつ、申

告調査委員会が決定する対外公表方針にし

たがって公表することとする。特に、公表内

容によって申告者が特定されることのない

よう最大限の注意を払うこととする。 
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（２）（略） 
 
Ⅱ．解雇その他不利益な取扱いに関する申出 
の処理手続 

 
１．基本的考え方 
 原子力規制委員会は、原子力事業者やメー

カー等（以下Ⅱ．において「事業者」という。）

から、申告制度に基づく申告をしたことを理

由とする解雇その他不利益な取扱い（以下

「不利益取扱い」という。）を受けた従業者

の保護を図ることを目的として、以下の方針

に基づき、不利益取扱いを受けた旨の申出

（以下単に「申出」という。）の処理を行う

こととする。 
・ 申出があった場合には、その不利益取扱 

いが原子炉等規制法第６６条の２第２項 
の規定等に違反しているか否かについて 
の調査（以下Ⅱ．において単に「調査」と 
いう。）を行い、調査の結果、違反してい 
る場合には厳正な措置を講じる。 

・ 申出を行う者（以下「申出者」という。） 
に対しては、不利益取扱いの是正に資する 
手続を教示する。 

・ 申出案件の処理状況について申告調査委 
員会に報告することにより、運用の透明性 
を確保する。 

・ 申出者の個人情報の利用は必要最低限に 
とどめ、その保護につき最大限の配慮を行 
う。 

 
２．～３．（１）②（略） 
 
③ 受付の際に説明・聴取すべき内容 
申出の受付を行う際には、（注１）の事項

を申出者に説明するとともに、（注２）の事

項のうち可能な限り多くの事項を申出者か

 
（２）（略） 
 
Ⅱ．解雇その他不利益な取扱いに関する申出 
の処理手続 

 
１．基本的考え方 
 原子力規制委員会は、原子力事業者やメー

カー等（以下Ⅱ．において「事業者」という。）

から、申告制度に基づく申告をしたことを理

由とする解雇その他不利益な取扱い（以下

「不利益取扱い」という。）を受けた従業者

の保護を図ることを目的として、以下の方針

に基づき、不利益取扱いを受けた旨の申出

（以下「申出」という。）の処理を行うこと

とする。 
・ 申出があった場合には、その不利益取扱 

いが原子炉等規制法第６６条の２第２項 
の規定等に違反しているか否かについて 
の調査（以下Ⅱ．において「調査」という。） 
を行い、調査の結果、違反している場合に 
は厳正な措置を講じる。 

・ 申出を行う者（以下「申出者」という。） 
に対しては、不利益取扱いの是正に資する 
手続を教示する。 

・ 申出案件の処理状況について申告調査委 
員会に報告することにより、運用の透明性 
を確保する。 

・ 申出者の個人情報の利用は必要最低限に 
とどめ、その保護につき最大限の配慮を行 
う。 

 
２．～３．（１）②（略） 
 
③ 受付の際に説明・聴取すべき内容 
申出の受付を行う際には、（注１）の事項

を申出者に説明するとともに、（注２）の事

項のうち可能な限り多くの事項を申出者か
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ら聴取することとする。 
 
（注１）申出者に説明する事項は以下のとお 

り。 
  １．政策評価・広聴広報課の担当者の氏 

名及び連絡先 
  ２．申出の処理手続の概要 
  ３．申出の受付要件（①を参照。） 

４．原子炉等規制法及び公益通報者保護 
法（平成１６年法律第１２２号）の申 
告者保護に関する規定の概要（参考１ 
を参照。） 

５．申出をしたことを理由とする解雇そ 
の他合理性を欠く不利益な取扱いは、 
社会通念上是認されるものではなく、 
その権利を濫用したものとみなされ 
得ること 

 
（注２）申出者から聴取する事項は以下のと 

おり。 
１．調査を希望する意思の有無 
２．調査に際して、不利益取扱いを行っ 
たとされる事業者に対して個人情報 
を提示することに同意する意思の有 
無 

３．氏名、連絡先 
４．原子力規制委員会に申告した時期、 
申告の内容、申告方法 

５．不利益取扱いの内容、それを受けた 
理由及び時期 

６．不利益取扱いを受けたときの勤務 
先、所属部署及び役職 

 
④～（２）③（略） 
 
（３）申出者への教示等 
① 申出者への教示 
 政策評価・広聴広報課は、（２）③の通知

ら聴取することとする。 
 
（注１）申出者に説明する事項は以下のとお 

り。 
  １．政策評価・広聴広報課の担当者の氏 

名及び連絡先 
  ２．申出の処理手続の概要 
  ３．申出の受付要件（①を参照。） 

４．原子炉等規制法及び公益通報者保護 
法（平成１６年法律第１２２号）の申 
告者保護に関する規定の概要（参考１ 
を参照。） 

５．申出をしたことを理由とする解雇そ 
の他合理性を欠く不利益な取扱いは、 
社会通念上是認されるものではなく、 
その権利を濫用したものとみなされ 
得ること。 

 
（注２）申出者から聴取する事項は以下のと 

おり。 
１．調査を希望する意思の有無 
２．調査に際して、不利益取扱いを行っ 
たとされる事業者に対して個人情報 
を提示することに同意する意思の有 
無 

３．氏名、連絡先 
４．原子力規制委員会に申告した時期、 
申告の内容、申告方法 

５．不利益取扱いの内容、それを受けた 
理由及び時期 

６．不利益取扱いを受けたときの勤務 
先、所属部署及び役職 

 
④～（４）③（略） 
 
（３）申出者への教示等 
① 申出者への教示 
 政策評価・広聴広報課は、（２）③の通知
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に併せて、不利益取扱いの是正に資する以下

の手続を申出者に教示することとする。ただ

し、ニ）の手続の教示は、申出者が事業者か

ら受けたとする不利益取扱いが原子炉等規

制法第６６条の２第２項の規定等に違反し

ないと判断した場合に限る。（参考２を参

照。） 
イ）労働審判法（平成１６年法律第４５号） 
に基づく労働審判手続 

ロ）民事調停法（昭和２６年法律第２２２号） 
に基づく民事調停手続 

ハ）民事訴訟法（平成８年法律第１０９号） 
に基づく民事訴訟手続 

ニ）個別労働関係紛争の解決の促進に関する 
法律（平成１３年法律第１１２号）に基づ 
く都道府県労働局長による情報の提供・相 
談その他の援助を受けるための手続等 

 
②～（４）③（略） 
 
（５）原子力規制委員会及び申告調査委員会 

への報告 
政策評価・広聴広報課は、以下の事項につ

いて、事務局の了解を得て原子力規制委員会

及び申告調査委員会に報告することとする。 
① 申出案件の内容 
② 申出案件の処理中件数及び処理終了件 
数 

 
Ⅲ．その他 
 
１．～３．（略） 
 
４．その他 
本運用要領は、平成２４年９月１９日から

施行する。 
 
別紙１～別紙２（略） 

に併せて、不利益取扱いの是正に資する以下

の手続を申出者に教示することとする。ただ

し、ニ）の手続の教示は、申出者が事業者か

ら受けたとする不利益取扱いが原子炉等規

制法第６６条の２第２項の規定等に違反し

ないと判断した場合に限る（参考２を参

照。）。 
イ）労働審判法（平成１６年法律第４５号） 
に基づく労働審判手続 

ロ）民事調停法（昭和２６年法律第２２２号） 
に基づく民事調停手続 

ハ）民事訴訟法（平成８年法律第１０９号） 
に基づく民事訴訟手続 

ニ）個別労働関係紛争の解決の促進に関する 
法律（平成１３年法律第１１２号）に基づ 
く都道府県労働局長による情報の提供・相 
談その他の援助を受けるための手続等 

 
②～（４）③（略） 
 
（５）原子力規制委員会及び申告調査委員会 

への報告 
政策評価・広聴広報課は、以下の事項につ

いて、原子力規制委員会及び申告調査委員会

に報告することとする。 
① 申出案件の内容 
② 申出案件の処理中件数及び処理終了件 
数 

 
Ⅲ．その他 
 
１．～３．（略） 
 
４．その他 
本運用要領は、平成２５年４月１日から施

行する。 
 
別紙１～別紙２（略） 



26 
 

 
参考 

 
参考１ 

 
原子炉等規制法及び公益通報者保護法の申

告者保護に関する規定の概要 
 
１．（略） 
 
２．公益通報者保護法 
事業者内部の原子炉等規制法又は電気事

業法の違反行為について、当該事業者内部や

行政機関等に対し、適正に通報を行った労働

者（注１、以下「公益通報者」という。）は、

公益通報者保護法による保護の対象となり

得る（注２、３）。 
ただし、公益通報者が事業者から不利益取

扱いを受けた場合には、最終的には民事上の

問題として、裁判等で解決を図っていくこと

となる。 
 
（注１）公益通報者保護法に規定する労働者 

は、以下のとおり。 
   ① 通報の対象となった事業者に雇 

用されている労働者 
   ② 通報の対象となった事業者を派 

遣先とする派遣労働者 
   ③ 通報の対象となった事業者の取 

引先の労働者 
 
（注２）行政機関を通報先とした場合の保護 

要件は、次のとおり。 
   ① 不正の目的で行われた通報でな 

いこと 
   ② 通報内容が真実であると信じる 

相当の理由があること 
 

 
参考 

 
参考１ 

 
原子炉等規制法及び公益通報者保護法の申

告者保護に関する規定の概要 
 
１．（略） 
 
２．公益通報者保護法 
事業者内部の原子炉等規制法又は電気事

業法の違反行為について、当該事業者内部や

行政機関等に対し、適正に通報を行った労働

者（注１、以下「公益通報者」という。）は、

公益通報者保護法による保護の対象となり

得る（注２、３）。 
ただし、公益通報者が事業者から不利益取

扱いを受けた場合には、最終的には民事上の

問題として、裁判等で解決を図っていくこと

となる。 
 
（注１）公益通報者保護法に規定する労働者 

は、以下のとおり。 
   ① 通報の対象となった事業者に雇 

用されている労働者 
   ② 通報の対象となった事業者を派 

遣先とする派遣労働者 
   ③ 通報の対象となった事業者の取 

引先の労働者 
 
（注２）行政機関を通報先とした場合の保護 

要件は、次のとおり。 
   ① 不正の目的で行われた通報でな 

いこと。 
   ② 通報内容が真実であると信じる 

相当の理由があること。 
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（注３）公益通報者保護法による保護の内容 
とは、具体的には次のとおり。 

   ① 解雇の無効（公益通報者保護法第 
３条） 

      公益通報をしたことを理由と 
して事業者が行った解雇は無効。 

   ② 解雇以外の不利益な取扱いの禁 
止（公益通報者保護法第５条第１ 
項） 

     公益通報をしたことを理由と 
する解雇以外の不利益な取扱い 
を禁止。 

   ③ 労働者派遣契約の解除の無効等 
      派遣労働者が派遣先で生じて 

いる法令違反行為を通報した場 
合、それを理由とする労働者派遣 
契約の解除は無効（公益通報者保 
護法第４条）であり、派遣労働者 
の交代を求めること等も禁止（公 
益通報者保護法第５条第２項）。 

 
参考２ 

 
不利益取扱いの是正に資する手続の概要及

び受付先 
 
１．（略） 
 
２．裁判所外において一般的な職場のトラブ 
ル等の解決を図るための手続 
個別労働関係紛争の解決の促進に関する

法律に基づく都道府県労働局長による情報

の提供・相談その他の援助又は助言・指導を

受けるための手続及び紛争調整委員会によ

るあっせんを受けるための手続 
（１）概要 
個別の労働紛争について、労働問題への高

い専門性を有する都道府県労働局が、無料で

（注３）公益通報者保護法による保護の内容 
とは、具体的には次のとおり。 

   ① 解雇の無効（公益通報者保護法第 
３条） 

      公益通報をしたことを理由と 
して事業者が行った解雇は無効。 

   ② 解雇以外の不利益な取扱いの禁 
止（公益通報者保護法第５条第１ 
項） 

      公益通報をしたことを理由と 
する解雇以外の不利益な取扱い 
を禁止。 

   ③ 労働者派遣契約の解除の無効等 
      派遣労働者が派遣先で生じて 

いる法令違反行為を通報した場 
合、それを理由とする労働者派遣 
契約の解除は無効（公益通報者保 
護法第４条）であり、派遣労働者 
の交代を求めること等も禁止（公 
益通報者保護法第５条第２項）。 

 
参考２ 

 
不利益取扱いの是正に資する手続の概要及

び受付先 
 
１．（略） 
 
２．裁判所外において一般的な職場のトラブ 
ル等の解決を図るための手続 
個別労働関係紛争の解決の促進に関する

法律に基づく都道府県労働局長による情報

の提供・相談その他の援助又は助言・指導を

受けるための手続及び紛争調整委員会によ

るあっせんを受けるための手続。 
（１）概要 
個別の労働紛争について、労働問題への高

い専門性を有する都道府県労働局が、無料で
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個別労働紛争の解決援助サービスを提供し、

話合いを促進することで、個別労働紛争の未

然防止や迅速な解決を図ることを目的とす

る手続。 
 
（２）受付先 
各都道府県労働局に設置された総合労働

相談コーナーにおいて、相談を受付。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添 
 

個別労働紛争の解決援助サービスを提供し、

話合いを促進することで、個別労働紛争の未

然防止や迅速な解決を図ることを目的とす

る手続。 
 
（２）受付先 
各都道府県労働局に設置された総合労働

相談コーナーにおいて、相談を受付。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添 
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様式－１ 申告内容整理票 
厳重取扱注意 

 
申告内容整理票 

整理番号  件名 

 

 

 

 

受付日  

受付先  

申告者 

記名・匿名・

仮名 

情報提

供手段 

 

連絡先

の有無 

有・無 

申告内容 

発生又は発見年月

日 

 

該当施

設・場所 

 

  
１．法律違反又は安全問題の内容 

 

２．どのように知ったか 

  

    ３．内容を裏付ける資料があるか 

  

  ４．内容を知っている人間が他にいるか 

  

  ５．申告の理由・動機は何か 

  

  ６．内容に関して勤務先の上司等と話し合ったか 

 

  ７．原子力規制委員会以外に対し申告の内容を明らかにした（あるいは、する意

思がある）か。 

 

 

備考 

 

 

 

 
 
様式－２（略） 

様式－１ 申告内容整理票 
厳重取扱注意 

 
申告内容整理票 

整理番号  件名 

 

 

 

 

受付日  

受付先  

申告者 

記名・匿名・

仮名 

情報提

供手段 

 

連絡先

の有無 

有・無 

申告内容 

発生又は発見年月

日 

 

該当施

設・場所 

 

  
１．法律違反又は安全問題の内容 

 

２．どのように知ったか 

  

    ３．内容を裏付ける資料があるか 

  

  ４．内容を知っている人間が他にいるか 

  

  ５．申告の理由・動機は何か 

  

  ６．内容に関して勤務先の上司等と話し合ったか 

 

  ７．原子力規制委員会以外に対し申告の内容を明らかにした（あるいは、する意

思がある）か 

 

 

備考 

 

 

 

 
 
様式－２（略） 

 


